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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (千円) 1,934,7401,923,6681,827,1354,149,1664,137,617

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 137,794△14,268△109,417488,490344,611

当期純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) △1,242,457△311,348△34,143△1,242,08861,801

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 990,750990,750990,750990,750990,750

発行済株式総数 (株) 6,935,7616,935,7616,935,7616,935,7616,935,761

純資産額 (千円) 3,687,5893,276,7103,512,1623,688,0883,643,969

総資産額 (千円) 10,065,2548,947,8998,867,4499,429,5788,901,122

１株当たり純資産額 (円) 573.65 509.89 546.70 573.73 567.07

１株当たり当期
純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(円) △193.28 △48.44 △5.31 △193.22 9.62

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 15.00 15.00

自己資本比率 (％) 36.6 36.6 39.6 39.1 40.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 251,402 6,386 △29,417 591,805309,362

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △67,707△89,727 75,612 151,667△111,791

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 170,612△31,993△18,950△526,950△354,730

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 582,817329,697315,116445,031287,871

従業員数
(ほか平均臨時雇用者
数)

(名)
329
(441)

350
(402)

355
(423)

339
(441)

353
(433)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の
推移については、記載しておりません。

３　当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。
４　第49期中、第50期中、第51期中及び第49期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、１株当たり
中間(当期)純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第50期の潜在株
式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　従業員数は就業人員数を記載しており、従業員数の(外書き)に、非常勤講師及びパートタイマーの平均
雇用人員数を記載しております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年８月31日現在

従業員数(名) 355(423)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均雇用人員を(　)外数で記載しておりま

す。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、不動産、建設不況による大型倒産の増加、さらに食品の安

全性、信頼性を失墜させる事象や原油価格の高騰により生活関連品目の値上げが相次いだ結果、こ

れまでの好況感から一転し、企業業績、個人消費ともに急激な減速感の中で推移いたました。

このような状況下、当社は、収益貢献度の改善が今後も困難であると判断した田迎校とブルース

カイ広瀬及び鷹尾の３校を３月末で閉鎖し、さらに６月には坪井校を閉鎖いたしました。

一方、宮崎市に浮城校、熊本市近郊に菊陽校の２校を、さらにフランチャイズ運営の河合塾マナビ

スを３教室新設し新たな集客に注力いたしました。

しかしながら、収益の根幹を成す中学部、とりわけ中学３年生が上半期において十分な生徒数を

充たすに至らずに推移いたしました。

また生産性の向上と収益力の回復を図るために、近隣に位置する２教室を一体で運営し運営効率

化と経費削減に取り組みましたが、その効果は軽微なものとなりました。

この結果、当中間会計期間の売上高は、1,827百万円(前年同期比5.0％減)、営業損失90百万円(前

年同期の営業利益４百万円)、経常損失109百万円(前年同期の経常損失14百万円)となりました。ま

た固定資産売却益115百万円と、特別損失として「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき減損

処理を行い、減損損失159百万円を計上しました。一方、法人税等調整額△127百万円の計上により、

中間純損失は34百万円(前年同期の中間純損失311百万円)となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末残高に比

べ、27百万円増加しました。この結果、資金の当中間会計期間末残高は315百万円となりました。

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は29百万円(前年同期比35百万円の増

加)となりました。これは主に営業損失になったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において投資活動の結果得られた資金は75百万円(前年同期比165百万円の増

加)となりました。これは主に有形固定資産の売却による収入の増加によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は18百万円(前年同期比40.8％の減)と

なりました。これは主に短期借入金の純増加と長期借入れによる収入減少及び長期借入金の返済

による支出の増加によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 校舎数と収容能力

当社は、生徒に対して進学指導を行うことを主たる業務としておりますので、生産能力として表

示すべき適当な指標はありません。これにかえて、売上高及び企業規模と比較的関連性が高いと認

められる校舎数、教室数及び収容能力(座席数)を示せば、次の通りであります。
 

項目
当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前年同期比(％)

校舎数 74校舎 102.8

教室数 493教室 97.8

収容能力(座席数) 14,846席 97.7

 

(2) 販売実績

①　販売方法

募集要項に基づき、直接生徒を募集しております。

 

②　販売実績

 

部門 売上高

 金額(千円) 前年同期比(％)

幼児・小学部 441,667 100.9

中学部 1,108,639 92.0

高等部 69,278 105.6

個別指導部 121,322 105.1

その他 86,227 97.8

合計 1,827,135 95.0

(注) １　その他は、合宿収入等であります。

２　ブルースカイは、幼児・小学部、中学部へ含めて表示することといたしました。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備計画の変更

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。

 

(2) 重要な設備計画の完了

前事業年度末において、計画中であった重要な設備のうち、当中間会計期間に完成したものは次

のとおりであります。

 

事業所名
(所在地)

事業部門別の名称 設備の内容 金額(千円) 完成年月

川内校
(鹿児島県薩摩川内
市)

学習塾 教室 50,079平成20年６月

(注)　上記の金額には消費税等は含んでおりません。

 

(3) 重要な設備の新設等

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。

 

事業所名
(所在地)

事業部門別
の名称

設備の内容

投資予定額(千円)
資金調達
方法

着手年月 完了予定年月

総額 既支払額

昴　大津校
(熊本県菊池郡)

学習塾 教室 55,000 ― 借入金等 平成20年11月平成21年１月

(注)　投資予定額には消費税等は含んでおりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,935,761 6,935,761
ジャスダック
証券取引所

株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式

計 6,935,761 6,935,761― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年８月31日 ― 6,935,761 ― 990,750 ― 971,690
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(5) 【大株主の状況】

平成20年８月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社学友社 鹿児島県鹿児島市荒田１－16－15 2,927 42.21

西　村　　　秋 鹿児島県鹿児島市 460 6.63

西　村　道　子 鹿児島県鹿児島市 386 5.57

株式会社鹿児島銀行 鹿児島県鹿児島市金生町６－６ 310 4.47

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町１－１ 214 3.08

株式会社志多組 宮崎県宮崎市高千穂通１－４－30 140 2.01

昴社員持株会 鹿児島県鹿児島市加治屋町９－１ 122 1.76

佐　藤　兼　義 静岡県湖西市 116 1.67

昴取引先持株会 鹿児島県鹿児島市加治屋町９－１ 102 1.48

三菱UFJ信託銀行株式会社
(常任代理人　日本マスター
トラスト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１－４－５
(東京都港区浜松町２－11－３)

90 1.29

株式会社宮崎銀行 宮崎県宮崎市橘通東４－３－５ 90 1.29

計 ― 4,960 71.51

(注)　上記以外に当社が所有する自己株式511千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合7.37％)あります。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年８月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

511,000
―

権利内容に何ら限定のない、当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

6,364,000
6,364 同上

単元未満株式
普通株式

60,761
― 同上

発行済株式総数 6,935,761― ―

総株主の議決権 ― 6,364 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)

含まれております。

EDINET提出書類

株式会社昴(E04941)

半期報告書

 9/47



２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式443株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年８月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社昴

鹿児島市加治屋町９番１
号

511,000― 511,000 7.37

計 ― 511,000― 511,000 7.37

 

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

 

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 334 325 320 345 330 320

最低(円) 270 290 314 320 300 280

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間(平成19年３月１日か

ら平成19年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の中間

財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

 

  
前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金   417,697  403,116  330,871 

２　未収授業料等   3,291   4,601   3,574  

３　たな卸資産   27,041  28,412  46,266 

４　繰延税金資産   49,987  57,455  66,073 

５　その他   98,142  96,761  54,165 

　　貸倒引当金   △732   △1,050   △1,300  

流動資産合計   595,4286.7  589,2966.6  499,6515.6

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産 ※１          

(1) 建物 ※２  2,946,830  2,910,648  2,972,024 

(2) 土地 ※２  4,432,011  4,226,967  4,432,011 

(3) その他   175,864  180,157  170,532 

有形固定資産合
計

  7,554,70684.4  7,317,77382.5  7,574,56985.1

２　無形固定資産   23,0480.2  23,0300.3  23,0390.3

３　投資その他の資産           

(1) 繰延税金資産   168,515  348,622  211,807 

(2) 投資不動産 ※2,3  257,462  256,525  256,987 

(3) その他   348,739  332,201  335,067 

投資その他の
資産合計

  774,7168.7  937,34810.6  803,8629.0

固定資産合計   8,352,47193.3  8,278,15293.4  8,401,47194.4

資産合計   8,947,899100.0  8,867,449100.0  8,901,122100.0
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金   12,474  10,022  65,957 

２　短期借入金 ※２  ―   1,250,000  400,000 

３ 一年内返済予定の
長期借入金

※２  1,444,800  1,329,800  1,421,800 

４　未払金   47,585  51,074  80,707 

５　未払法人税等   20,282  13,039  94,155 

６　前受金   308,803  263,573  142,131 

７　賞与引当金   68,330  62,307  64,339 

８　ポイント引当金   11,486  23,171  11,798 

９　その他   266,739  219,411  171,796 

流動負債合計   2,180,50324.4  3,222,40136.3  2,452,68527.6

Ⅱ　固定負債           

１　長期借入金 ※２  2,876,600  1,496,800  2,177,200 

２　退職給付引当金   446,168  469,962  460,759 

３　長期未払金   147,892  147,892  147,892 

４　その他   20,025  18,230  18,615 

固定負債合計   3,490,68539.0  2,132,88524.1  2,804,46731.5

負債合計   5,671,18863.4  5,355,28660.4  5,257,15259.1

(純資産の部)           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   990,75011.1  990,75011.2  990,75011.1

２　資本剰余金           

(1) 資本準備金   971,690  971,690  971,690 

(2) その他資本剰余
金

  48   ―   ―  

資本剰余金合計   971,73810.8  971,69011.0  971,69010.9

３　利益剰余金           

(1) 利益準備金   107,802  107,802  107,802 

(2) その他利益剰余
金

          

別途積立金   1,653,000  1,653,000  1,653,000 

繰越利益剰余金   △123,166  119,188  249,952 

利益剰余金合計   1,637,63618.3  1,879,99021.2  2,010,75422.6

４　自己株式   △341,339△3.8  △341,702△3.9  △341,408△3.8

株主資本合計   3,258,78436.4  3,500,72839.5  3,631,78640.8

Ⅱ　評価・換算差額等           

　　その他有価証券
　　評価差額金

  17,926  11,434  12,183 

評価・換算差額等
合計

  17,9260.2  11,4340.1  12,1830.1

純資産合計   3,276,71036.6  3,512,16239.6  3,643,96940.9

負債純資産合計   8,947,899100.0  8,867,449100.0  8,901,122100.0
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② 【中間損益計算書】

 

  
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   1,923,668100.0  1,827,135100.0  4,137,617100.0

Ⅱ　売上原価   1,616,85784.1  1,603,46387.8  3,154,64776.2

売上総利益   306,81015.9  223,67112.2  982,97023.8

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  302,14915.7  314,15917.2  594,18614.4

営業利益又は
営業損失(△)

  4,6600.2  △90,487△5.0  388,7839.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  20,2741.1  18,8361.0  38,7990.9

Ⅴ　営業外費用 ※２  39,2032.0  37,7662.0  82,9722.0

経常利益又は
経常損失(△)

  △14,268△0.7  △109,417△6.0  344,6118.3

Ⅵ　特別利益 ※３  9,0500.4  115,7056.3  48,2421.2

Ⅶ　特別損失 ※4,6  161,3758.4  165,8699.0  161,3753.9

税引前当期純利益
又は税引前中間
純損失(△)

  △166,592△8.7  △159,581△8.7  231,4785.6

法人税、住民税及
び
事業税

 8,227   8,305   88,633   

過年度未払法人税
等
戻入額

 ―   △6,054   ―   

法人税等調整額  136,528144,7567.5△127,689△125,438△6.8 81,043169,6774.1

当期純利益又は
中間純損失(△)

  △311,348△16.2  △34,143△1.9  61,8011.5
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残
高
(千円)

990,750971,690 48 971,738107,8021,653,000284,6052,045,408

中間会計期間中の
変動額

        

　剰余金の配当       △96,423△96,423

　中間純損失       △311,348△311,348

　自己株式の取得         

株主資本以外の項目
の
中間会計期間中の
変動額(純額)

        

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

― ― ― ― ― ― △407,772△407,772

平成19年８月31日残
高
(千円)

990,750971,690 48 971,738107,8021,653,000△123,1661,637,636

 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残
高
(千円)

△340,491 3,667,405 20,683 20,683 3,688,088

中間会計期間中の
変動額

     

　剰余金の配当  △96,423   △96,423

　中間純損失  △311,348   △311,348

　自己株式の取得 △848 △848   △848

株主資本以外の項目
の
中間会計期間中の
変動額(純額)

  △2,757 △2,757 △2,757

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

△848 △408,620 △2,757 △2,757 △411,378

平成19年８月31日残
高
(千円)

△341,339 3,258,784 17,926 17,926 3,276,710
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当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成20年２月29日残
高
(千円)

990,750971,690 ― 971,690107,8021,653,000249,9522,010,754

中間会計期間中の
変動額

        

　剰余金の配当       △96,390△96,390

　中間純損失       △34,143△34,143

　自己株式の取得         

　自己株式の処分   △230 △230     

繰越利益剰余金から
その他資本剰余金へ
の
振替

  230 230   △230 △230

株主資本以外の項目
の
中間会計期間中の
変動額(純額)

        

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

― ― ― ― ― ― △130,764△130,764

平成20年８月31日残
高
(千円)

990,750971,690 ― 971,690107,8021,653,000119,1881,879,990

 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日残
高
(千円)

△341,408 3,631,786 12,183 12,183 3,643,969

中間会計期間中の
変動額

     

　剰余金の配当  △96,390   △96,390

　中間純損失  △34,143   △34,143

　自己株式の取得 △741 △741   △741

　自己株式の処分 447 217   217

繰越利益剰余金から
その他資本剰余金へ
の
振替

     

株主資本以外の項目
の
中間会計期間中の
変動額(純額)

  △748 △748 △748

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

△294 △131,058 △748 △748 △131,806

平成20年８月31日残
高
(千円)

△341,702 3,500,728 11,434 11,434 3,512,162
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前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年２月28日残
高
(千円)

990,750971,690 48 971,738107,8021,653,000284,6052,045,408

事業年度中の変動額         

　剰余金の配当       △96,423△96,423

　当期純利益       61,801 61,801

　自己株式の取得         

　自己株式の処分   △80 △80     

繰越利益剰余金から
その他資本剰余金へ
の
振替

  31 31   △31 △31

株主資本以外の項目
の
事業年度中の変動額
(純額)

        

事業年度中の変動額
合計(千円)

― ― △48 △48 ― ― △34,653△34,653

平成20年２月29日残
高
(千円)

990,750971,690 ― 971,690107,8021,653,000249,9522,010,754

 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残
高
(千円)

△340,491 3,667,405 20,683 20,683 3,688,088

事業年度中の変動額      

　剰余金の配当  △96,423   △96,423

　当期純利益  61,801   61,801

　自己株式の取得 △1,126 △1,126   △1,126

　自己株式の処分 210 130   130

繰越利益剰余金から
その他資本剰余金へ
の
振替

     

株主資本以外の項目
の
事業年度中の変動額
(純額)

  △8,500 △8,500 △8,500

事業年度中の変動額
合計(千円)

△916 △35,618 △8,500 △8,500 △44,119

平成20年２月29日残
高
(千円)

△341,408 3,631,786 12,183 12,183 3,643,969
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

    

１　税引前当期純利益又は
　　税引前中間純損失(△)

 △166,592 △159,581 231,478

２　減価償却費  80,437 87,958 163,811

３　減損損失  155,328 159,993 155,328

４　賞与引当金の減少額  △52 △2,031 △4,043

５　ポイント引当金の増加額  11,486 11,372 11,798

６　退職給付引当金の増加額  12,433 9,202 27,024

７　長期未払金の減少額  △31,707 ― △31,707

８　受取利息及び受取配当金  △1,482 △1,354 △2,868

９　支払利息  37,096 33,431 73,029

10　有形固定資産の売却益  △933 △115,705 △40,125

11　有形固定資産の除却損  6,046 5,876 6,046

12　売上債権の減少額
(△増加額)

 38 △1,027 △244

13　たな卸資産の減少額
　　(△増加額)

 18,905 17,853 △319

14　仕入債務の増加額
　　(△減少額)

 △51,973 △55,934 1,509

15　未払金の減少額  △185,271 △29,997 △151,961

16　未払消費税等の増加額
(△減少額)

 △13,501 6,239 △11,693

17　前受金の増加額  199,638 121,442 32,966

18　その他  180,812 △6,014 136,192

小計  250,709 81,725 596,221

19　利息及び配当金の受取額  774 700 1,712

20　利息の支払額  △37,421 △31,545 △72,687

21　法人税等の支払額  △207,675 △80,298 △215,882

営業活動による
キャッシュ・フロー

 6,386 △29,417 309,362
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前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

    

１　定期預金の預入による支出  △64,000 △64,000 △115,000

２　定期預金の払戻による収入  19,000 19,000 115,000

３　有形固定資産の取得による
支出

 △44,907 △91,597 △151,585

４　有形固定資産の売却による
収入

 2,000 214,032 43,434

５　投資有価証券の取得による
支出

 △1,819 △1,821 △3,640

投資活動による
キャッシュ・フロー

 △89,727 75,612 △111,791

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

    

１　短期借入金の純増加額  ― 850,000 400,000

２　長期借入れによる収入  750,000 ― 750,000

３　長期借入金の返済による
支出

 △684,900 △772,400 △1,407,300

４　自己株式の売却による収入  ― 217 130

５　自己株式の取得による支出  △848 △741 △1,126

６　配当金の支払額  △96,245 △96,025 △96,434

財務活動による
キャッシュ・フロー

 △31,993 △18,950 △354,730

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 ― ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額
(△減少額)

 △115,333 27,244 △157,159

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

 445,031 287,871 445,031

Ⅶ　現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

 329,697 315,116 287,871
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

(1) たな卸資産
　①　教材
　　　総平均法による原価法
　②　貯蔵品
　　　個別法による原価法

(1) たな卸資産
　①　教材

同左
 
　②　貯蔵品

同左

(1) たな卸資産
　①　教材

同左
 
　②　貯蔵品

同左
 (2) 有価証券

　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　中間決算末日の市場

価格等に基づく時
価法(評価差額は、
全部純資産直入法
により処理し、売却
原価は、移動平均法
により算定)

(2) 有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの

同左

(2) 有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　決算期末日の市場価

格等に基づく時価
法(評価差額は、全
部純資産直入法に
より処理し、売却原
価は、移動平均法に
より算定)

 　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原

価法によっており
ます。

　　　時価のないもの
同左

　　　時価のないもの
同左

２　固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
　　　建物(建物附属設備を
含む)は定額法、その
他の有形固定資産に
ついては定率法

　　　なお、主な耐用年数は
次のとおりでありま
す。

　　建物　　　　13～49年
　　構築物　　　３～30年
　　車両運搬具　　　６年
　　器具備品　　２～15年

(1) 有形固定資産
　　　建物(建物附属設備を
含む)は定額法、その
他の有形固定資産に
ついては定率法

　　　なお、主な耐用年数は
次のとおりでありま
す。

　　建物　　　　13～49年
　　構築物　　　３～30年
　　車両運搬具　　　６年
　　器具備品　　２～15年

(1) 有形固定資産
　　　建物(建物附属設備を
含む)は定額法、その
他の有形固定資産に
ついては定率法

　　　なお、主な耐用年数は
次のとおりでありま
す。

　　建物　　　　13～49年
　　構築物　　　３～30年
　　車両運搬具　　　６年
　　器具備品　　２～15年

 (会計方針の変更)
当社は、法人税法の改正

に伴い、当中間会計期間よ
り、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産
について、改正後の法人税
法に基づく減価償却の方
法に変更しております。こ
れにより営業利益、経常損
失及び中間純損失に与え
る影響は軽微であります。

――――― (会計方針の変更)
当社は、法人税法の改正

に伴い、当事業年度より、
平成19年４月１日以降に
取得した有形固定資産に
ついて、改正後の法人税法
に基づく減価償却の方法
に変更しております。これ
により営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益に
与える影響は軽微であり
ます。

 ――――― (追加情報)
当社は、法人税法の改正

に伴い、平成19年３月31日
以前に取得した有形固定
資産については、改正前の
法人税法に基づく減価償
却の方法の適用により、取
得価額の５％に到達した
事業年度の翌事業年度よ
り取得価額の５％相当額
と備忘価額との差額を５
年間にわたり均等償却し、
減価償却費に含めて計上
しております。これにより
営業損失、経常損失及び中
間純損失に与える影響は
軽微であります。

―――――
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 (2) 無形固定資産
　　定額法
　　　なお、自社利用ソフト
ウェアについては、社
内における利用可能
期間(５年)に基づく
定額法によっており
ます。

(2) 無形固定資産
　　定額法
　　　

(2) 無形固定資産
　　定額法
　　　なお、自社利用ソフト
ウェアについては、社
内における利用可能
期間(５年)に基づく
定額法によっており
ます。

 (3) 長期前払費用
　　定額法

(3) 長期前払費用
同左

(3) 長期前払費用
同左

 (4) 投資不動産
　　　建物(建物附属設備を
含む)は定額法、その
他の投資不動産につ
いては定率法

(4) 投資不動産
同左

(4) 投資不動産
同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権

については個別に回

収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に充

てるため、支給見込額

に基づき計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

 

(2) 賞与引当金

同左

 

 (3) ポイント引当金

　　　生徒に付与したポイン

トの将来の使用に備

えるため、当中間会計

期間末における将来

使用見込額を計上し

ております。

　　(追加情報)

　　　当中間会計期間より、

登校回数やイベント

参加などに応じてポ

イントを付与するメ

ンバーズカードを発

行し、生徒や保護者に

役立つ学習関連商品

を提供する制度を導

入しました。

　　　これにより営業利益が

11,486千円減少し、経

常損失、税引前中間純

損失が11,486千円

各々増加しておりま

す。

(3) ポイント引当金

　　　生徒に付与したポイン

トの将来の使用に備

えるため、当中間会計

期間末における将来

使用見込額を計上し

ております。
―――――

(3) ポイント引当金

　　　生徒に付与したポイン

トの将来の使用に備

えるため、当事業年度

末における将来使用

見込額を計上してお

ります。

　　(追加情報)

　　　当事業年度より、登校

回数やイベント参加

などに応じてポイン

トを付与するメン

バーズカードを発行

し、生徒や保護者に役

立つ学習関連商品を

提供する制度を導入

しました。

これにより営業利

益、経常利益、税引前

当期純利益が11,798

千円各々減少してお

ります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 (4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付

債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末

において発生してい

ると認められる額を

計上しております。

　　　なお、数理計算上の差

異については、その発

生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)に

よる定額法により発

生の翌期から費用処

理することとしてお

ります。

(4) 退職給付引当金

同左

 

(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付

債務の見込額に基づ

き、当事業年度末にお

いて発生していると

認められる額を計上

しております。

　　　なお、数理計算上の差

異については、その発

生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)に

よる定額法により発

生の翌期から費用処

理することとしてお

ります。

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理

によっております。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしておりますので、特

例処理を採用しており

ます。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

　　(ヘッジ手段)

　　　金利スワップ

　　(ヘッジ対象)

　　　借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 (3) ヘッジ方針

　　借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金

利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っ

ております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左
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６　中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)におけ

る資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクし

か負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資から

なっております。

同左 　キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来す

る短期投資からなってお

ります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

　なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等はそれぞれ

流動資産の「その他」に

32,218千円、流動負債の

「その他」に48,591千円

含めて表示しております。

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

　なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等はそれぞれ

流動資産の「その他」に

35,703千円、流動負債の

「その他」に60,124千円

含めて表示しております。

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

 

前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

2,965,390千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

2,983,172千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

3,017,429千円

※２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のと

おりであります。

　(イ)担保に供している資産

建物 2,366,755千円

土地 3,889,480 

投資不動産 256,682 

合計 6,512,918 

※２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のと

おりであります。

　(イ)担保に供している資産

建物 2,155,570千円

土地 3,442,698 

投資不動産 255,871 

合計 5,854,140 

※２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のと

おりであります。

　(イ)担保に供している資産

建物 2,317,881千円

土地 3,889,480 

投資不動産 256,276 

合計 6,463,638 

　(ロ)上記に対応する債務

１年内
返済予定の
長期借入金

1,376,800千円

長期借入金 2,706,600 

合計 4,083,400 

　(ロ)上記に対応する債務

短期借入金 970,000千円

１年内
返済予定の
長期借入金

1,261,800 

長期借入金 1,394,800 

合計 3,626,600 

　(ロ)上記に対応する債務

短期借入金 300,000千円

１年内
返済予定の
長期借入金

1,353,800 

長期借入金 2,041,200 

合計 3,695,000 

※３　投資不動産の減価償却累計額

8,967千円

※３　投資不動産の減価償却累計額

9,904千円

※３　投資不動産の減価償却累計額

9,442千円
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(中間損益計算書関係)

 

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1,251千円

受取家賃 6,568

受取手数料 9,734

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1,042千円

受取家賃 5,797

受取手数料 9,867

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 2,388千円

受取家賃 12,799

受取手数料 17,444

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 37,096千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 33,431千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 73,029千円

※３　特別利益の主要項目
賞与引当金
戻入益

8,116千円

固定資産
売却益

933

※３　特別利益の主要項目
固定資産売却益は、坪井校の
土地建物等の売却益78,813
千円及び旧川内校の建物等
の売却益36,606千円のほか
器具備品の売却によるもの
であります。

※３　特別利益の主要項目
賞与引当金
戻入益

8,116千円

固定資産
売却益

40,125

※４　特別損失の主要項目
固定資産
除却損

6,046千円

減損損失 155,328

※４　特別損失の主要項目
固定資産
除却損

5,876千円

減損損失 159,993

※４　特別損失の主要項目
固定資産
除却損

6,046千円

減損損失 155,328

　５　減価償却実施額

(1)有形固定資産 79,852千円

(2)無形固定資産 28

(3)投資不動産 474

　５　減価償却実施額

(1)有形固定資産 87,051千円

(2)無形固定資産 8

(3)投資不動産 462

　５　減価償却実施額

(1)有形固定資産 162,628千円

(2)無形固定資産 37

(3)投資不動産 948

※６　減損損失
当中間期において、以下の資
産グループについて減損損
失を計上しております。

地域 建物等 土地
減損損失
(千円)

鹿児島
市外地区

40,39175,431115,822

宮崎地区 1,106 ― 1,106

熊本地区 7,08628,641 35,728

遊休資産 ― 2,671 2,671

合計 48,584106,744155,328

当社は、キャッシュ・フロー
を生みだす最小単位として
教室を基本単位として、また
遊休資産等については物件
単位毎にグルーピングして
おります。
地価の下落及び営業活動か
ら生ずる損益が継続してマ
イナスである教室及び遊休
資産等について、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当
該 減 少 額 を 減 損 損 失
(155,328千円)として特別損
失に計上いたしました。
なお、当資産グループの回収
可能価額は正味売却価額ま
たは使用価値により測定し
ており、正味売却価額につい
ては不動産鑑定士による鑑
定評価額等により評価し、使
用価値については将来
キャッシュ・フローを4.0％
で割り引いて計算しており
ます。

※６　減損損失
当中間期において、以下の資
産グループについて減損損
失を計上しております。

地域 建物等 土地
減損損失
(千円)

鹿児島
市内地区

976 ― 976

熊本地区 ― 156,274156,274

福岡地区 2,741 ― 2,741

合計 3,718156,274159,993

当社は、キャッシュ・フロー
を生みだす最小単位として
教室を基本単位として、また
遊休資産等については物件
単位毎にグルーピングして
おります。
地価の下落及び営業活動か
ら生ずる損益が継続してマ
イナスである教室及び遊休
資産等について、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当
該 減 少 額 を 減 損 損 失
(159,993千円)として特別損
失に計上いたしました。
なお、当資産グループの回収
可能価額は正味売却価額ま
たは使用価値により測定し
ており、正味売却価額につい
ては不動産鑑定士による鑑
定評価額等により評価し、使
用価値については将来
キャッシュ・フローを4.0％
で割り引いて計算しており
ます。

※６　減損損失
当事業年度において、以下の
資産グループについて減損
損失を計上しております。

地域 建物等 土地
減損損失
(千円)

鹿児島
市外地区

40,39175,431115,822

宮崎地区 1,106 ― 1,106

熊本地区 7,08628,64135,728

遊休資産 ― 2,671 2,671

合計 48,584106,744155,328

当社は、キャッシュ・フロー
を生みだす最小単位として
教室を基本単位として、また
遊休資産等については物件
単位毎にグルーピングして
おります。
地価の下落及び営業活動か
ら生ずる損益が継続してマ
イナスである教室及び遊休
資産等について、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当
該 減 少 額 を 減 損 損 失
(155,328千円)として特別損
失に計上いたしました。
なお、当資産グループの回収
可能価額は正味売却価額ま
たは使用価値により測定し
ており、正味売却価額につい
ては不動産鑑定士による鑑
定評価額等により評価し、使
用価値については将来
キャッシュ・フローを4.0％
で割り引いて計算しており
ます。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 6,935,761 ― ― 6,935,761

合　計 6,935,761 ― ― 6,935,761

自己株式     

普通株式 507,519 1,877 ― 509,396

合計 507,519 1,877 ― 509,396

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加1,877株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２　配当に関する事項

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年５月24日
定時株主総会

普通株式 96,423千円15円00銭 平成19年２月28日平成19年５月25日

(注)　基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるものは、ありません。
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当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 6,935,761 ― ― 6,935,761

合　計 6,935,761 ― ― 6,935,761

自己株式     

普通株式 509,747 2,364 668 511,443

合計 509,747 2,364 668 511,443

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加2,364株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少668株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

 

２　配当に関する事項

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年５月28日
定時株主総会

普通株式 96,360千円15円00銭 平成20年２月29日平成20年５月29日

(注)　基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるものは、ありません。
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前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 6,935,761 ― ― 6,935,761

合　計 6,935,761 ― ― 6,935,761

自己株式     

普通株式 507,519 2,542 314 509,747

合計 507,519 2,542 314 509,747

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加2,542株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少314株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

 

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年５月24日
定時株主総会

普通株式 96,423千円15円00銭 平成19年２月28日平成19年５月25日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年５月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 96,360千円15円00銭平成20年２月29日平成20年５月29日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成19年８月31日)

現金及び預金勘定 417,697千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△88,000

現金及び現金
同等物

329,697

　

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

(平成20年８月31日)

現金及び預金勘定 403,116千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△88,000

現金及び現金
同等物

315,116

　

　現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係

(平成20年２月29日)

現金及び預金勘定 330,871千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△43,000

現金及び現金
同等物

287,871

　

 

次へ
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(リース取引関係)

 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引

１　リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期

末残高相当額

 

取得
価額
相当額
(千円)

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

中間
期末
残高
相当額
(千円)

車輌

運搬具
3,3002,585715

器具備

品
95,50031,45364,047

ソフト
ウェア

176,00459,537116,466

合計 274,80493,576181,228

１　リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期

末残高相当額

 

取得
価額
相当額
(千円)

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

中間
期末
残高
相当額
(千円)

車輌

運搬具
3,3003,245 55

器具備

品
105,24143,74261,498

ソフト
ウェア

161,13678,39682,739

合計 269,677125,383144,293

１　リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残

高相当額

 

取得
価額
相当額
(千円)

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

期末
残高
相当額
(千円)

車輌

運搬具
3,3002,915385

器具備

品
101,85140,99960,851

ソフト
ウェア

168,18668,98099,205

合計 273,337112,895160,442

 (注)取得価額相当額は、未

経過リース料中間期

末残高が有形固定資

産の中間期末残高等

に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

により算定しており

ます。

(注)　　　同左 (注)取得価額相当額は、未

経過リース料期末残

高が有形固定資産の

期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法により算

定しております。

 ２　未経過リース料中間期

末残高相当額

千円

１年内 52,839

１年超 113,190

合計 166,029

２　未経過リース料中間期

末残高相当額

千円

１年内 52,792

１年超 76,301

合計 129,093

２　未経過リース料期末残

高相当額

千円

１年内 51,942

１年超 93,299

合計 145,242

 (注)未経過リース料中間

期末残高相当額は、未

経過リース料中間期

末残高が有形固定資

産の中間期末残高等

に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

により算定しており

ます。

　　なお、上記の未経過リー

ス料中間期末残高相

当額の外、(経過)リー

ス料15,199千円を前

払費用として、流動資

産の「その他」に計

上しております。

(注)未経過リース料中間

期末残高相当額は、未

経過リース料中間期

末残高が有形固定資

産の中間期末残高等

に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

により算定しており

ます。

　　なお、上記の未経過リー

ス料中間期末残高相

当額の外、(経過)リー

ス料15,199千円を前

払費用として、流動資

産の「その他」に計

上しております。

(注)未経過リース料期末

残高相当額は、未経過

リース料期末残高が

有形固定資産の期末

残高等に占める割合

が低いため、支払利子

込み法により算定し

ております。

　　なお、上記の未経過リー

ス料期末残高相当額

の外、(経過)リース料

15,199千円を前払費

用として、流動資産の

「その他」に計上し

ております。

 ３　支払リース料及び減価

償却費相当額
支払
リース料

27,089千円

減価
償却費
相当額

27,089千円

３　支払リース料及び減価

償却費相当額
支払
リース料

27,766千円

減価
償却費
相当額

27,766千円

３　支払リース料及び減価

償却費相当額
支払
リース料

54,042千円

減価
償却費
相当額

54,042千円
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 ４　減価償却費相当額の算

定方法

　　リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によって

おります。

４　減価償却費相当額の算

定方法

同左

４　減価償却費相当額の算

定方法

同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年８月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 

種類
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

株式 28,588 52,414 23,825

債券 ― ― ―

その他 8,324 14,575 6,251

合計 36,912 66,990 30,077

 

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

 

 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

非上場株式 3,000

 

当中間会計期間末(平成20年８月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 

種類
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

株式 32,189 48,693 16,503

債券 ― ― ―

その他 8,364 11,047 2,682

合計 40,554 59,740 19,185

 

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

 

 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

非上場株式 3,000
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前事業年度末(平成20年２月29日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 

種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

株式 30,388 47,348 16,960

債券 ― ― ―

その他 8,344 11,825 3,481

合計 38,733 59,174 20,441

 

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

 

 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券  

非上場株式 3,000
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(デリバティブ取引関係)

　前中間会計期間末(平成19年８月31日)

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用して処理しておりますので、該当事

項はありません。

　当中間会計期間末(平成20年８月31日)

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用して処理しておりますので、該当事

項はありません。

　前事業年度末(平成20年２月29日)

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用して処理しておりますので、該当事

項はありません。

 

(持分法損益等)

　前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

関連会社がありませんので該当事項はありません。

　当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

関連会社がありませんので該当事項はありません。

　前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

関連会社がありませんので該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 509円89銭 546円70銭 567円07銭

１株当たり当期純利益

又は中間純損失(△)
△48円44銭 △5円31銭 9円62銭

潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)

純利益

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益について

は、１株当たり中間純損

失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載し

ておりません。

同左 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益について

は、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

中間貸借対照表の純資産の
部
の合計額(千円)

3,276,710 3,512,162 3,643,969

普通株式に係る純資産額
(千円)

3,276,710 3,512,162 3,643,969

普通株式の発行済株式数
(千株)

6,935 6,935 6,935

普通株式の自己株式数(千
株)

509 511 509

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(千株)

6,426 6,425 6,426

 

２　１株当たり当期純利益又は中間純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当期純利益又は中間純損失
(△)(千円)

△311,348 △34,143 61,801

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ―

普通株式に係る当期純利益
又は中間純損失(△)(千円)

△311,348 △34,143 61,801

普通株式の期中平均株式数
(千株)

6,426 6,425 6,426

 

EDINET提出書類

株式会社昴(E04941)

半期報告書

39/47



(重要な後発事象)
 

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

――――― 平成20年10月24日開催の取締役

会において、会社法第165条第３項

の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、経

営環境の変化に対応した機動的な

資本政策を行うため、自己株式を取

得すること及びその具体的な取得

方法について決議し、自己株式の取

得を以下のとおり実施いたしまし

た。

―――――

 (1) 自己株式取得に関する取締役

会の決議内容

①　取得する株式の種類

当社普通株式

②　取得する株式の総数

140,000株(上限)

③　取得する期間

平成20年10月27日

④　取得価額の総額

33,320千円(上限)

⑤　取得の方法

株式会社ジャスダック証券

取引所の自己株式取得のため

の固定価格取引による取得

 

 (2) 取得日

平成20年10月27日

 

 (3) その他

上記固定価格取引による取得

の結果、当社普通株式139,000株

(取得価額33,082千円)を取得い

たしました。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

 
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第50期)

自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日

 
平成20年５月29日
九州財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年11月12日

 

株式会社　昴

取締役会　御中

 

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　藤　　田　　和　　子　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　中　　野　　宏　　治　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社昴の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第50期事業年度の

中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社昴の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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(※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提

出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年11月11日

 

株式会社　昴

取締役会　御中

 

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　藤　　田　　和　　子　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　古　　賀　　光　　雄　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　中　　野　　宏　　治　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社昴の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第51期事業年度の

中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社昴の平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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(※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提

出会社)が別途保管しております。
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